
資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

学校教育課 224 人 228 人 232 人 236 人 240 人 300 人

学校教育課 126 人 258 人 330 人 365 人 300 人 人

（単年度） 学校教育課

学校教育課 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

学校教育課 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ ％

学校教育課

学校教育課 1,200 人 1,400 人 1,600 人 1,800 人 2,000 人 3,500 人

学校教育課 414 人 508 人 1,102 人 2,325 人 3,450 人 人

（単年度） 学校教育課

学校教育課 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

学校教育課 3 件 3 件 1 件 8 件 14 件 件

（単年度） 学校教育課

学校教育課 4.5 ％ 4.0 ％ 3.5 ％ 3.0 ％ 2.4 ％ 5.0 ％

学校教育課 4.1 ％ 7.5 ％ 6.5 ％ 6.6 ％ 6.3 ％ ％

学校教育課

学校教育課 4 件 4 件 4 件 4 件 4 件 5 件

学校教育課 4 件 5 件 7 件 6 件 6 件 件

（単年度） 学校教育課

福祉課 35,802 人 35,088 人 34,374 人 33,660 人 32,845 人 36,000 人

福祉課 14,373 人 18,829 人 24,421 人 31,385 人 36,379 人 人

（単年度） 福祉課

福祉課 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

福祉課 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 人

（単年度） 福祉課

福祉課 405 件 445 件 485 件 525 件 562 件 212 件

福祉課 212 件 189 件 156 件 190 件 188 件 件

（単年度） 福祉課

福祉課 268 件 250 件 232 件 214 件 197 件 179 件

福祉課 201 件 187 件 143 件 72 件 276 件 件

（単年度） 福祉課
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要因：案件の減少
課題：家庭相談員の人材確保

SNS等の活用等により利用促進を図り、
来館者数は伸びてきている。令和6年度
は、70周年記念事業等により多久まつり
の共同によるイベント開催やたく２１と産
業技術学院とコラボしkodomoフェスティ
バルを開催したことにより来館者数が特
に伸びたものと思われる。

×

要因：保育体制充実のための行政
支援
課題：保育体制充実のための行政
支援

関連機関・団体を通して広報等を
行い事業の周知を図るとともに、必
要な人が相談できる体制づくりに
努める。
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特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業

中央校で開催した義務教育学校教育研
究会への参加は１６０人。同じく中央校
で開催した多久市教職員研修会・講演
会への参加は１１０人。多久市現地研修
会への参加は３０人であった。それぞれ
の学校が重点的に取り組んだ内容を共
有し、充実した研修会になった。

学級活動や総合的な学習の時間
を活用し、各学年の実態に合わ
せ、地域と連携した学習活動を計
画的に進めることができた。

朝のあいさつ運動や交通安全指導、昼
休みの巡回活動等、様々な場面で地域
の方の協力を得ることができている。児
童生徒も地域の方との関わりから、地域
の方に見守っていただいているという意
識が高まってきていると感じる。今年度
の取組を継続しつつ、新たな人材の発
掘に努めていく。

【R6年度改修工事】
・西渓校前期体育館西側外壁張替え工事
・西渓校北側教室棟階段手摺新設工事
・中央校前期体育館暗幕ロープ取替工事
・西渓校北棟教具室等棚類撤去工事
・西渓校２F教室棚類工事
・西渓校南棟図書室棚類移動運搬工事

小・中規模の改修工事については優
先順位を検討しながら順次対応。
体育館やプール等大規模改修につ
いては利用方法や、国や県の補助金
の可否も含め計画的に行っていく必
要がある。
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どの事故も大事には至らなかったが、事
故が発生しやすい交差点や横断歩道な
どでの安全確認やゆとりを持った運転を
心がけるなど一層の交通安全指導を徹
底していきたい。後期課程へ進級する前
に自転車の交通安全教室を実施し、事
故の未然防止に努める。

×

×

〇〇×

全国平均をやや下回ったが、昨年度と
同様に依然として高い割合であり、目標
値には及ばなかった。初期対応の充実
に努め、早期の解決を心がける。また、
教育支援センターや関係機関との協議
を定期的に実施し、具体的な対応を学
校と共有していく。

1

％100％10022

地域学習に取り
組む学校の割
合

300 人

365

7

保育待機児童
数

0

1,000

件

件

不登校生徒の
割合

％5.0

179

212

人

5.0

成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）

地域ボランティ
アの延べ参加
人数

児童生徒の交
通事故件数

件0件6

人

データ所管課

児童センター
「あじさい」利用
者数

件5件4

人

36,000人

研究発表会や
講演会の参加
者数

×

×

学校施設改修
工事の実施件
数

220 人

3,500

子ども家庭総合
支援拠点対応
件数

利用者支援事
業対応件数

％

1-2
子育て支援の充実

（Ｐ42）

6

1-1
学校教育の充実

（Ｐ39）
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目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）
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事業概要

本事業においては、市内3校で組
織している小中一貫教育研究会
で実施する研究発表会と、講師を
招聘して実施する多久市教職員
研修会を行い、教職員の資質及
び指導力の向上を図る。

本市への愛着や誇りを育てる
ための多久学（ふるさと教育）
の学習時間を充実させる。

保護者や地域住民による学校
応援隊活動を推進し、授業や
行事、教育環境整備などにお
いて学校支援を進める。

通学路の安全対策、危険箇所
について、多久市通学路安全
推進会議等で継続的に対策を
検討し、児童生徒が安心して通
学できる環境整備に取り組む。

中1ギャップの解消に努める。
不登校児童生徒に対して、教
育支援センターや関係機関と
のつながりを構築するために、
相談体制の充実を図る。

危険箇所や修繕が必要な箇所が
ないか日常・定期・臨時の確認を
行い、必要に応じて改修を行う。
老朽化した体育館やプール等の
大規模な改修については、計画
的に行う。

子どもの遊びの場、子育て相
談・支援、多世代交流の場を提
供する。

保育体制の強化に取り組み待
機児童なしの環境づくりをす
る。

家庭相談員による相談を実施
し、児童虐待を防止する。

子育てに係る情報提供、相談・
助言や関連機関との連絡調整
を実施し、子育て支援を充実す
る。

実績値

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 1



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

福祉課 10,195 人 9,527 人 8,859 人 8,191 人 7,521 人 13,000 人

福祉課 5,490 人 6,404 人 8,132 人 11,231 人 13,698 人 人

（単年度） 福祉課

教育振興課 760 人 760 人 760 人 760 人 760 人 760 人

教育振興課 180 人 450 人 458 人 402 人 405 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 2,500 人 2,500 人 2,500 人 2,500 人 2,500 人 2,500 人

教育振興課 2,255 人 1,403 人 1,450 人 1,711 人 1,246 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 85,000 人 85,000 人 85,000 人 85,000 人 85,000 人 85,000 人

教育振興課 43,484 人 47,393 人 55,477 人 71,006 人 74,338 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 9,600 人 12,000 人 12,000 人 12,000 人 12,000 人 32,000 人

教育振興課 18,624 人 25,944 人 32,640 人 35,496 人 31,422 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 18 団体 18 団体 18 団体 18 団体 18 団体 18 団体

教育振興課 18 団体 17 団体 17 団体 16 団体 16 団体 団体

教育振興課

教育振興課 7,917 人 8,137 人 8,357 人 8,577 人 8,800 人 8,800 人

教育振興課 5,987 人 4,718 人 8,029 人 6,704 人 6,162 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 48 件 49 件 49 件 50 件 51 件 51 件

教育振興課 48 件 48 件 49 件 49 件 49 件 件

教育振興課

教育振興課 3,574 人 3,804 人 4,034 人 4,264 人 4,500 人 4,500 人

教育振興課 1,508 人 1,896 人 2,208 人 2,210 人 2,335 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 156,177 人 157,133 人 158,089 人 159,045 人 160,000 人 167,000 人

教育振興課 133,782 人 131,172 人 166,595 人 226,362 人 185,725 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 900 人 900 人 900 人 900 人 900 人 900 人

教育振興課 855 人 832 人 917 人 975 人 828 人 人

教育振興課

教育振興課 28 名 31 名 34 名 37 名 40 名 40 名

教育振興課 38 名 41 名 50 名 55 名 43 名 名

教育振興課
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生涯学習体制の充
実と地域学習活動

の推進

（Ｐ45）
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18

人3,344

名

949

ホームページ等での周知やイベント
を開催したことにより、利用者が増加
した。今後も子育て中にある家族の
交流や子育てに関する講演会などの
学びを提供し、子育て支援を充実さ
せる。

人

〇〇

25

総合型地域スポーツクラブによ
る社会体育活動の活性化をは
かり、市民スポーツ活動の満足
度を向上させる

2-2
文化遺産の保存活
用と文化芸術活動

の推進

（Ｐ48）

資料館入館者
数

名

人155,221

ピアサークル指
導者数

40

市民スポーツを盛んにし、ス
ポーツ人口を増加させ、健康促
進、スポーツ競技力向上につな
げる。

22

21

2-3
スポーツの振興

（Ｐ50）

義務教育学校部活動顧問のス
ポーツピアサークル指導者へ
の登録を目指す。

16

9,000

18 団体

牟田辺遺跡の出土品や西日本
最大規模の安山岩を産する石
器原産地遺跡群の調査を行う
とともに、国や県の文化財指定
を目指す。

件

ゆい工房や鶴山塾など、市民
参加型の講座を開催し、東原
庠舎を拠点として生涯学習及
び文化振興を図る。

85,000

公民館利用者
数

14

文化連盟加盟
団体数

7,697

人84,600

人

人

令和7年度は市報等を活用した広
報に力を入れ、利用者数の増加を
図る。

国民スポーツ大会開催の影響もあ
り、目標を上回ったが、前年度と比
べると国スポ期間中の施設利用停
止が影響し減少した。

部活動地域移行でピアを脱退する団
体が発生したことや会費制度変更に
伴い個人会員が減ったことが主な理
由である。ピア会員の加入状況が低
い高校生年代から３０代の加入を増
やす必要がある。

会員の高齢化、会員の減少が顕
著である。会員・団体の減少を防ぐ
ため、連盟内の会員減少対策専門
委員会と連携し、支援していく。

文化財保護審議会へ令和7年度中
の指定候補の諮問を行うように準
備している。

資料館、蔵資料のうち重要なも
のを指定候補に加える。

春季・夏季・冬季の閑散期に
ギャラリートークを行い、入館
者の増加を図る。

令和5年10月に使用開始した新しい北
多久公民館の利用者数が伸びている。
研修室が増設され、会議等で利用され
るようになったことが要因の一つと考え
られる。また、中央公民館大ホールでの
大会等の利用が増えている。

入館者数を増やすため、館の老朽化に
対策が必要。玄関タイルの張替え、展
示ケースのクロス張替え、外から館内が
暗く見えるため入りやすくする工夫が必
要。また、資料館ＨＰを市ＨＰから見やす
くするなど周知を強化する必要がある。

子どもの減少に加え、放課後と休日
の習い事や社会体育活動などで子ど
もたちは多忙になっている。また、継
続しての参加者が減少しているた
め、ニーズをふまえた新たな体験教
室を検討していく。

令和2年度より指定管理委託を行っ
た。開館時間の延長やイベントの充
実など市民が気軽に利用しやすいよ
うに環境整備を行ったことによるもの
と考える。継続して利用者の増加を
目指す。

指導者不足が課題となっている中
で、各サークルで新しい指導者を
見つけることができた。

××××
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× ×× ××

子どもの減少に加え、放課後と休日
の習い事や社会体育活動などで子ど
もたちは多忙になっている。また、継
続しての参加者が減少しているた
め、ニーズをふまえた新たな体験教
室を検討していく。
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2,50013
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人

人

人2,500

13,000

×××××

人 人760

1-2
子育て支援の充実

（Ｐ42）

各町子ども教室
参加者

総合型地域ス
ポーツクラブ「多
久スポーツピア」
会員数

文化財の指定・
登録件数

東原庠舎利用
者数

図書館入館者
数

子育て支援セン
ター利用者数

人

団体

主に0歳～3歳の子どもと家族を対
象に、育児不安等の軽減に繋がる
助言を行う。
子育て中にある家族の交流や子育
てに関する講演会などの学びを提
供し、子育て支援を充実する。

放課後や週末等に子どもたち
が安心して地域の人たちと活
動できる居場所の提供、体験
活動を通した健全育成。（市内
全域対象）

放課後や週末等に子どもたち
が安心して地域の人たちと活
動できる居場所の提供、体験
活動を通した健全育成。（各校
区内）

多久市子ども教
室参加者

社会体育施設
利用者数

所蔵資料等を活用して展示を
行い、文化財保護に関する醸
成を促す。

「文教の里　多久市」として、文
化的で豊かな本市を支える学
びと知の拠点とあるよう、図書
館の活用を促進する。

文化芸術活動の振興を図るた
め、文化活動の拠点である文
化連盟との連携を深め、新たな
取り組みへの支援を行うなど事
業の発展を目指す。

「文教の里　多久市」として、文
化的で豊かな本市を支える学
びと知の拠点とあるよう、公民
館の活用を促進する。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 2
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＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

総務課 16 人 17 人 18 人 19 人 20 人 60 人

総務課 0 人 0 人 0 人 30 人 54 人 人

（単年度） 総務課

総務課 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 1 人

総務課 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 人

（単年度） 総務課

新公立病院整備
課

‐ ％ 25 ％ 50 ％ 75 ％ 100 ％ - ％

総合政策課 ‐ ％ 25 ％ 50 ％ 75 ％ 100 ％ ％

新公立病院整備
課

市立病院 265 人 265 人 265 人 265 人 265 人 65 人

市立病院 211 人 195 人 204 人 211 人 249 人 人

（単年度） 市立病院

市立病院 340 件 340 件 340 件 340 件 340 件 65 件

市立病院 244 件 266 件 253 件 292 件 255 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 310 件 310 件 310 件 310 件 310 件 55 件

市立病院 232 件 161 件 224 件 216 件 202 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 127 件 133 件 139 件 145 件 150 件 20 件

市立病院 61 件 55 件 39 件 100 件 61 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 5 人 5 人 6 人 6 人 7 人 2 人

市立病院 4 人 5 人 1 人 2 人 0 人 人

（単年度） 市立病院

市立病院 20,183 件 20,387 件 20,591 件 20,796 件 21,000 件 3,160 件

市立病院 17,412 件 14,597 件 13,383 件 15,741 件 12,638 件 件

（単年度） 市立病院
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3-1
医療体制の充実

（Ｐ54）

運動器リハビリ
件数

15

2 人

件

健康診断件数

新たな公立病院
整備の進捗度

5

件
手術件数

件

人 65

人

7

275

121

人

件

人

％

件

研修医受け入れ期間中は、診
療報酬算定できるため、多く受
け入れると経営面で収入の増
加が見込める。

臨床研修医の
受入人数

28

30

31

0

嚶鳴協議会加盟自治体が開催
するフォーラム等を、地域づくり
等に関わる市民にも案内し、地
域間交流を進める。

29

27

特に整形外科手術を伸ばすこ
とで、経営面での効果が期待で
きる。また、入院患者の増加が
見込める。

－25

1

地域に信頼される公立病院とし
て救急車による患者の受け入
れを積極的に行う。

訪問看護件数

351 65

市民の健康維持・増進だけで
なく、病気の早期発見が期待さ
れる。

地域に信頼される公立病院とし
て、訪問看護が必要な患者へ
の対応をすることで、市民に愛
される病院となる。

件

多久市立病院と小城市民病院を
統合することにより、病院の諸施
設、高度医療機器、必要病床お
よび医師をはじめ医療人材など
の限られた医療資源を効率よく活
用する。

人

人

％

20

3,160

件

－

55

人

60

2-4
地域間交流・国際
交流の推進

（Ｐ52）

23

地域間交流イベ
ント参加者数

中国山東省曲阜市との交流
を、公益財団法人孔子の里と
連携し進める。

市等が主催する
国際交流イベン
ト等への参加延
べ人数

24

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

250例/年は確保しているが、平均
で1例/日である。複数例/日が可
能となるよう、体制等の整備が必
要。

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

企業健診の拡充を目指すことが必
要。新病院では「健診センター」設
置もあり、注力していく。

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

×

×

×

×

希望医師数の影響によるもの。
希望者有りの場合は積極的に受け
入れる。

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

ＰＴ数の減による影響。新病院統合
を控え、現病院での拡充は困難だ
が、新病院では両病院のＰＴ数合
わさることから、相当数の増加が期
待される。

件

第79代嫡孫孔垂長様など4名
が来訪された。
令和6年8月18日に多久市まち
づくり交流センターにて、国際
交流ワークショップを行い、市
内在住外国人を含め約50名が
参加された。

公益財団法人　孔子の里にて訪中
の企画がなされたが挙行人数に達
せず見送りとなった。物価高騰の
影響を受け旅費も高騰している。
依然と比べビザの申請が緩和され
ていることもあり、社会情勢等を見
ながら事業推進を行い、更なる交
流・連携の推進を図る。

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

×

対応可能な医師確保に苦慮してお
り、積極的に受入可能とはなりえな
い面がある。新病院では医師数も
増加見込みであり、積極的な受け
入れを図る。

イベント開催等の案内について
は、令和６年度は宮崎県高鍋町で
の開催であったため案内できてい
ない。
令和７年愛知県東海市でのフォー
ラムを最後にフォーラム自体が開
催されないため事業等について検
討していく必要がある。

病院建設工事は令和７年３月末に
竣工し、７月開院に向けた取り組
みを行っている。

対象患者の減、体制確保の難しさ
による。新病院では対象範囲拡
大、体制充実による件数増を期
待。

×

×

〇

△×××

××

××

×

×

× ×

×

×

× ×

×

× 〇×

×

〇〇

×

〇〇

×

×△

××

‐

×

×

×

×

〇

救急車による患
者数

整形外科患者の運動機能を改
善するため、より多くの患者の
回復を行う。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 3



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

市立病院 3,983 件 4,362 件 4,741 件 5,120 件 5,500 件 260 件

市立病院 3,175 件 1,547 件 1,212 件 1,042 件 1,025 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 1,086 件 1,114 件 1,142 件 1,170 件 1,200 件 260 件

市立病院 1,250 件 1,234 件 1,098 件 1,597 件 1,036 件 件

（単年度） 市立病院

健康増進課 61.0 ％ 62.0 ％ 63.0 ％ 64.0 ％ 65.0 ％ 60.9 ％

健康増進課 53.0 ％ 60.1 ％ 60.2 ％ 60.1 ％ 58.2 ％ ％

健康増進課

健康増進課 19.7 ％ 19.5 ％ 19.3 ％ 19.1 ％ 19.0 ％ 19.0 ％

健康増進課 24.2 ％ 25.5 ％ 25.2 ％ 25.7 ％ 24.7 ％ ％

健康増進課

健康増進課 1.7 ％ 1.6 ％ 1.6 ％ 1.5 ％ 1.5 ％ 1.7 ％

健康増進課 2.8 ％ 3.2 ％ 3.2 ％ 3.2 ％ 2.1 ％ ％

健康増進課

健康増進課 6.4 ％ 6.3 ％ 6.2 ％ 6.1 ％ 6.0 ％ 6.0 ％

健康増進課 8.5 ％ 9.7 ％ 8.3 ％ 8.2 ％ 8.3 ％ ％

健康増進課

健康増進課 97.5 ％ 97.5 ％ 97.7 ％ 97.7 ％ 98.0 ％ 98.0 ％

健康増進課 97.0 ％ 97.7 ％ 93.4 ％ 95.1 ％ 95.8 ％ ％

健康増進課

健康増進課 81.9 ％ 82.7 ％ 83.5 ％ 84.3 ％ 85.0 ％ 95.0 ％

健康増進課 86.1 ％ 92.6 ％ 93.6 ％ 78.9 ％ 93.9 ％ ％

健康増進課

健康増進課 7,500 人 7,500 人 7,500 人 7,500 人 7,500 人 7,000 人

健康増進課 7,321 人 6,593 人 6,765 人 6,600 人 5,694 人 人

（単年度） 健康増進課

健康増進課 97.7 ％ 98.3 ％ 98.9 ％ 99.4 ％ 100.0 ％ 95.0 ％

健康増進課 99.0 ％ 92.4 ％ 93.8 ％ 92.0 ％ 93.1 ％ ％

健康増進課

健康増進課 93.6 ％ 93.9 ％ 94.3 ％ 94.6 ％ 95.0 ％ 95.0 ％

健康増進課 96.1 ％ 92.4 ％ 94.1 ％ 95.8 ％ 93.7 ％ ％

健康増進課
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3-2
健康づくりの推進

（Ｐ58）

35

40

42

34

39
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件

3,604

60.0

11

41

3・6歳児健診受
診率

3-1
医療体制の充実

（Ｐ54）

乳児健診受診
率（4～6か月
児）

6.5

98.0

260

％

％

％

消炎鎮痛リハビ
リ件数

件

％

10

19.0

260

60.9

特定健診受診
率

1.7

8

健診受診者の中で血圧が
160/100以上の人に対して、適
正血圧になるよう個別に保健
指導を実施する。 ％

6.0

12

出産等アンケート
「家族外に相談
できる人がいる」
回答率

9

1,058

％

人7,513

19.9
メタボ該当率

出産等アンケート
「子育ての住居・
環境に満足」回
答率 81.1

乳児健診の際聞き取りを実施。
相談相手がいない人には、児
童館やサークル等を紹介する。

13

高血圧重症者

97.3

32

33

〇

％

人

％

％

％

％

％

△〇

地域での健康講座開催による啓発と、
健診受診者への個別保健指導を実施し
ているが、数値は横ばいである。減少に
つなげるため、個々の意識を高める個
別保健指導の質を高め、継続する。

令和6年度から検診希望調査を廃止し、
ターゲットを絞った通知を行ったり、健診
申込方法にLogoフォームを追加するな
どしたが、受診者が伸びなかった。令和
7年度からは市民ファーストの受診体制
をとるために、公立佐賀中央病院を検
診会場に加えたため、十分に周知を行
い、一人でも受診に繋がるよう啓発や通
知を工夫していく。

未受診者については、電話や訪問
で状況把握を行い、集団健診に来
れない人は、医療機関での健診や
次回健診の受診勧奨を行ってい
る。また、気になることがある場合
は相談会や関係機関を紹介してい
る。△

未受診者については、電話や訪問で
状況把握を行い、集団健診に来れな
い人は、次回健診の受診勧奨を行っ
ている。また、気になることがある場
合は相談会や関係機関を紹介してい
る。

×

×

令和7年度目標値は、令和6年3月
に策定した第4期特定健康診査等
実施計画の達成目標に合わせた目
標値としている。

来院患者への積極的な声掛け、相
談しやすい雰囲気の醸成など、さ
らなる利用者増に努めたい。

×

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

令和7年度目標値については、
令和7年4月～令和7年6月まで
の目標値となっている。

個別保健指導の実施を継続し、重症者
割合の悪化はしていないが、数値は横
ばいで、目標達成には至っていない。個
人の改善が全体の改善につながるた
め、個別保健指導を継続し、指導の質
の向上に努める。

個別保健指導の実施を継続し、重症者
割合の悪化はしていないが、数値は横
ばいで、目標達成には至っていない。個
人の改善が全体の改善につながるた
め、個別保健指導を継続し、指導の質
の向上に努める。

乳幼児の健診と相談を「あじさい」で実
施しているため、相談先として直接紹介
することができた。また、令和6年度から
産婦健診・産後ケア事業を開始したこと
で、産後早期からフォローしやすい体制
づくりができたため、今後も継続する。

住環境等に関する意見がほとんどで
あった。ストレスの対処法として心ストレ
ス相談や、子育ての息抜きの場としてあ
じさいを紹介し、楽しく子育てができる場
の提供となるよう、アドバイスを行った。

ＰＴ数の減による影響。新病院統合
を控え、現病院での拡充は困難だ
が、新病院では両病院のＰＴ数合
わさることから、相当数の増加が期
待される。

△ △

×

集団健診は予約制とし、Web予約を取り
入れ、24時間予約可能な体制とした。訪
問による受診勧奨も継続した。しかし、
若い世代の受診率は伸び悩み、健診体
制や必要性の周知方法、勧奨方法等の
工夫・検討は継続して行う。

××

×

×

〇 〇

△

× ×

×

〇

〇△

×

×

〇

△

△△

〇

×

×

〇

×

×

×

×

△

××

〇

××

×

××

× ×

×

×

×

××

〇

×

がん検診受診
者延数

95.0

7,000

％

95.0

95.093.2

％97.2

件

件

糖尿病重症者

健康相談件数

％

1.7

％

４～6か月の乳児を対象に集団
健診を実施
発達等を確認する。

当院での診療や病気の症状な
ど、医師以外のものに相談する
ことで、病気への不安の解消や
苦情等減となる。

メタボリックシンドロームの予防
として特定健康診査を実施す
る。

メタボ該当者に対して個別に保
健指導を実施することで、メタ
ボ該当者を減少させる。

健診受診者の中でＨｂＡ１ｃが
7.0％以上の人に対して、適正
なＨｂＡ１ｃになるよう個別に保
健指導を実施する。

痛みを取り除くリハビリを行う。

赤ちゃん訪問の際、聞き取りを
実施。

各町の公民館（北多久町を除
く）で健診を実施したり、日曜健
診など受診しやすい環境を作り
健診を実施。

３歳５か月から８か月を対象に
集団健診を実施。身体、精神
の発達を確認し、必要時は医
療機関受診を勧める。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 4



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

福祉課 67 人 68 人 69 人 70 人 70 人 70 人

高齢・障害者支援
課

62 人 61 人 61 人 67 人 47 人 人

福祉課

高齢・障害者支援
課

5.7 ％ 6.1 ％ 6.5 ％ 6.9 ％ 7.3 ％ 10.0 ％

高齢・障害者支援
課

7.8 ％ 7.9 ％ 11.3 ％ 14.7 ％ 13.7 ％ ％

高齢・障害者支援
課

高齢・障害者支援
課

73.0 ％ 73.0 ％ 73.0 ％ 73.0 ％ 73.0 ％ 75.0 ％

高齢・障害者支援
課

71.3 ％ 74.4 ％ 75.7 ％ 71.0 ％ 76.4 ％ ％

高齢・障害者支援
課

高齢・障害者支援
課

39.6 ％ 39.2 ％ 38.8 ％ 38.4 ％ 38.0 ％ 37.6 ％

高齢・障害者支援
課

41.3 ％ 39.2 ％ 39.8 ％ 39.7 ％ 38.7 ％ ％

高齢・障害者支援
課

高齢・障害者支援
課

52 人 54 人 56 人 58 人 60 人 67 人

高齢・障害者支援
課

50 人 52 人 56 人 60 人 64 人 人

高齢・障害者支援
課

高齢・障害者支援
課

1,300 件 1,300 件 1,300 件 1,300 件 1,300 件 1,300 件

高齢・障害者支援
課

1,298 件 1,093 件 940 件 1,101 件 1,013 件 件

（単年度）
高齢・障害者支援

課

税務課 94.0 ％ 94.3 ％ 94.5 ％ 94.8 ％ 95.0 ％ 95.0 ％

税務課 95.0 ％ 94.8 ％ 94.8 ％ 94.8 ％ 95.0 ％ ％

税務課

健康増進課 61.0 ％ 62.0 ％ 63.0 ％ 64.0 ％ 65.0 ％ 60.9 ％

健康増進課 53.0 ％ 60.1 ％ 60.2 ％ 60.1 ％ 58.2 ％ ％

健康増進課

福祉課 3 世帯 6 世帯 9 世帯 12 世帯 15 世帯 25 世帯

福祉課 7 世帯 11 世帯 17 世帯 18 世帯 22 世帯 世帯

（5年累計） 福祉課

環境課 7,424 t 6,943 t 6,462 t 5,981 t 5,500 t 5,019 t

環境課 4,955 t 6,085 t 4,994 t 6,089 t 5,028 t t

（単年度） 環境課

環境課 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所

環境課 16 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 箇所

（単年度） 環境課
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］
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多
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3-4
高齢者支援の充実

（Ｐ65）

3-7
困窮者支援等の確

立

（Ｐ72）

51

43

15

49

17

3-6
社会保障等の充実

（Ｐ70）

3-5
障害者支援の充実

（Ｐ68）

3-3
地域福祉の充実

（Ｐ61）

シルバー人材セ
ンター会員数

46

45

44 14

40.0

5.3

件

×

×

％

％

×

人

〇

％

60.9

〇

17

25

×

〇

〇

〇

△ △

△

〇

目標値達成
引き続き測定及び監視を行う。

世帯

7,905

16

箇所17

60.0

１年後の認定結果評価の結果、ケアマ
ネジメントによる改善率は継続的な取り
組みによる効果もあり、上昇した。今
後、後期高齢者も増えて介護保険認定
率が上昇し、改善率が低くなる可能性が
あるが、令和7年度も改善率75％以上を
目指して取り組んでいく。

令和7年度は令和6年3月に策定し
た第4期特定健康診査等実施計画
の達成目標に合わせた目標値とし
ている。

集団健診は予約制とし、Web予約を取り
入れ、24時間予約可能な体制とした。訪
問による受診勧奨も継続した。しかし、
若い世代の受診率は伸び悩み、健診体
制や必要性の周知方法、勧奨方法等の
工夫・検討は継続して行う。

目標値達成
引き続き焼却ごみ減量化に向け対
策を推進する。

徐々に対面による相談も受けているが、
まだＲ2年並みまでは至っていない。障
害の一般相談については、センターを紹
介するなど、引き続き啓発を行っていく。
R6年から市報に相談窓口を掲載をし、
周知を行っている。

納付が滞っている方に対し、催告状・差
押予告書などを早期の段階で発送し接
触を試み、自主納付の重要性を理解い
ただくことにより納税意識の向上を図っ
た。また、納税折衝を確実に行うことで、
滞納者の現状を把握し、的確な滞納整
理を遂行している。

介護申請時の原因疾患の割合は認知
症が一番高い。
軽度認知障害（MCI)の段階で生活習慣
の改善等により認知症の改善・維持が
できるため、関係機関との連携や通い
の場への介入により早期相談が結びつ
くよう活動を行う。

令和7年度は第7期多久市障害福祉
計画に合わせた目標値としている。

障害者の家族が高齢となったケース
や一人で生活が困難になったケース
での利用があるため、若干の増加傾
向にある。サービスの制度周知につ
いては相談窓口等により継続して
行っている。

令和6年度に会員を整理するため、継続
か否かの調査を行ったところ会員数が
減少した。
また、再雇用・定年延長制度拡充の影
響で、会員数が伸びず、目標に達してい
ない。
シルバー人材センター事業の周知と会
員確保の広報を充実させる必要があ
る。

市施設における
温暖化効果ガス
排出量

14

納付時の口座振替の利用拡大
や財産調査等滞納整理を充実
し、収納率を向上させる。

メタボリックシンドロームの予防
として特定健康診査を実施す
る。

福祉事務所、生活困窮者自立支
援センター等の相談窓口を中心
に連携を強化し、相談体制の更
なる充実を行う。
就労先の確保のため、巡回就労
相談を行い、ハローワークとの関
係強化を進め、支援体制の充実
を行う。

「多久市地球温暖化対策実行計
画」に基づき、市が実施するすべ
ての事務事業を対象として温室
効果ガスの削減に努め、低炭素
のまちづくりを進める。

国民健康保険
税収納率

箇所

％

特定健診受診
率

％

53

市内河川BOD調
査で環境基準を
達成した箇所数

世帯

52 ｔ

50

×

〇

1,316

93.8

50

〇

人

件

％

5,019

×

〇

×

通いの場実施地区数も５１地区と
なり、住民主体による取り組みが
継続できている。

〇

〇

95.0

〇

関係団体との連携により、継続的
な支援取り組みができている。

ｔ

〇〇

〇〇〇

〇

〇

〇

〇

△

×

〇

△

〇

×

△

〇

△

△

△

×

×

〇

×

× 〇

〇

〇

× ×

〇

〇

75.0

×

障害者相談件
数

生活保護世帯
からの自立件数

グループホーム
の利用者数

％10.0

67 人

1,30048

％

％

自立支援・重度化防止の支援
のため、要支援認定者へのケ
アマネジメントによる支援を行
い、身体状況の維持・改善がで
きるように努める。

認知症予防のため、軽度認知
障害の早期発見・介護予防を
実施する。

介護保険認定者
要支援1・2の1年
後の認定結果に
よる改善率

47

後期高齢者の要
介護認定者での
認知症治療者の
割合

73.0

％

37.6

通いの場等の
参加率

人66 70

4-1
自然環境の保全

（Ｐ74）

地区公民館での週１回の通いの場
は区長や民生委員等の協力による
取り組みが増えている。高齢者が閉
じこもらず、元気に過ごすために、
住み慣れた地域で集まる場所と機
会となる通いの場の拡大に努める。

個々の状況に合わせ、適切な
サービス利用につなげる。

市報、行政放送、市ホームペー
ジ等を積極的に利用し、小城・
多久障害者相談支援センター
の周知を行う。

高齢者が働くことにより地域社
会とのふれあいを高め、いきい
きとした生活を送り、福祉の向
上に寄与している。高齢者が安
心して就労できる場を提供し会
員募集を通年行っている。

河川水やゴルフ場・事業所排水
等の測定及び監視を引き続き行
う。
測定結果を基に基準値等を超え
る事業所等については指導を行
い、改善につなげる。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 5



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

環境課 57.3 ％ 57.7 ％ 58.1 ％ 58.5 ％ 58.8 ％ 65.4 ％

環境課 58.3 ％ 60.3 ％ 61.6 ％ 63.9 ％ 64.7 ％ ％

環境課

環境課 670 g/人・日 662 g/人・日 654 g/人・日 646 g/人・日 636 g/人・日 600 g/人・日

環境課 611 g/人・日 608 g/人・日 581 g/人・日 578 g/人・日 557 g/人・日 g/人・日

（単年度） 環境課

環境課 1,458 t/年 1,445 t/年 1,432 t/年 1,419 t/年 1,405 t/年 1,405 t/年

環境課 1,368 t/年 1,453 t/年 1,287 t/年 1,525 t/年 1472 t/年 t/年

（単年度） 環境課

環境課 15.2 ％ 16.1 ％ 17 ％ 17.9 ％ 19 ％ 14.3 ％

環境課 12.2 ％ 13.1 ％ 11.3 ％ 11.2 ％ 8.7 ％ ％

環境課

防災安全課 7 回 7 回 7 回 7 回 7 回 7 回

防災安全課 8 回 5 回 5 回 7 回 8 回 回

（単年度） 防災安全課

防災安全課 93.6 ％ 95.2 ％ 96.8 ％ 98.4 ％ 100 ％ 100 ％

防災安全課 91.8 ％ 87 ％ 89 ％ 93.4 ％ 91.1 ％ ％

防災安全課

防災安全課 39 基 41 基 43 基 45 基 46 基 46 基

防災安全課 38 基 40 基 40 基 42 基 42 基 基

防災安全課

防災安全課 663 人 747 人 831 人 915 人 1,000 人 1,550 人

防災安全課 914 人 1,108 人 1,202 人 1,347 人 1,451 人 人

防災安全課

高齢・障害者支援
課

56.8 ％ 60.1 ％ 63.4 ％ 66.7 ％ 70.0 ％ 70.0 ％

高齢・障害者支援
課

35.8 ％ 50.7 ％ 51 ％ 54.1 ％ 53.7 ％ ％

高齢・障害者支援
課

都市建設課 0.0 ％ 20.0 ％ 40.0 ％ 60.0 ％ 80.0 ％ 70.0 ％

都市建設課 ‐ ％ 1.0 ％ 18.5 ％ 36.9 ％ 80.0 ％ ％

都市建設課

［
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g/人・日

54

4-3
廃棄物の適正な処
理とリサイクルの推

進

（Ｐ79）

ｔ/年

g/人・日

×

〇

×

1,405

〇

〇

× ×

嘱託員会等各種団体へ消防団の
必要性を説明し、団員確保につい
て協力をお願いする、併せて消防
団員確保対策の事業を推進する

昨年度と比較し、微減傾向となって
いる。同居家族がいる場合には不
同意での提出が多い状況である。
今後も避難支援体制の確立のた
め、対象者や近隣の民生委員等へ
制度周知を図っていきたい。

令和6年度設置予定の場所が、別
工事の対象となったため、設置を
翌年度以降へ変更した。
そのため、目標値は未達成。

紙媒体での周知のほか、自主防災
組織等が実施する防災研修の際
などに周知・登録補助を行ったこと
による。

目標値達成
引き続き4R運動を推進する。

目標値未達成
前年増加した排出量がほぼ基準値ま
でに戻っている。経済活動の活発化
とごみ排出量の削減の相反する課題
であるため、さらなる課題意識の向上
が必要。

事業系ごみの
排出量

21

一般廃棄物のリ
サイクル率

14.3

％

7

92.0

67819

56.9

嘱託員会等様々な機会で研修に
ついての周知を行ったことにより、
研修の申し込みが増加したため目
標回数を達成できたと考えられる。

目標値未達成
プラスチック使用製品廃棄物とプラス
チック製容器包装の混合収集を新た
に取り組み、リサイクル率向上を図
る。

目標値達成
公共水域における水質保全のPR
を実施した。

57 ％

70.0

％

ｔ/年1,471

4-2
上・下水道の充実

（Ｐ77）

％65.4

579

38

×

〇

〇〇

×

△

×

例年前年度の事業を繰り越して工事
をおこなう状況が続いていたが、R6
は災害がほとんどなく、R5繰越分と、
R6現年予算分をR6に工事完了でき
たため進捗が上がった。

4-4
消防・防災体制の

充実

（Ｐ82）

×

△

× × 〇

△

〇

△△〇

70.0

人

回 7

×

基

100

1,550

回

46

％

〇

基

‐

×××

〇

〇

△

〇〇〇

△

〇

×

〇

〇

〇

％

×

×

×

×

〇

×

×

％

人

600

〇

消防団員定員
充足率

59

自主防災組織等
が実施する防災研
修・防災訓練延べ
実施数2258

市民一人当たり
のごみの排出
量

18

61

緊急情報メール
登録者数

避難行動要支
援者名簿・個別
計画　同意者率

60

耐震性貯水槽
設置数

62

4-5
河川整備等の推進

（Ｐ85）

％63

緊急浚渫推進
事業

14.3 ％

汚水処理人口
普及率

55

％

56 20

53.5

0

必要性・重要性について市報、
行政放送、市ホームページ等
で広報し、市民、地域の理解と
協力のもと、消防団員の確保と
育成を図る。

年次計画的に耐震性貯水槽の
整備を行う。防火水槽の設置
が困難な地区については、消
火栓整備により消防水利を確
保する。

国、県と提携を図り、河川浚渫や、
必要とされる河川改修等を推進す
る。
河川パトロールの実施により、河川
の早期補修、浚渫を行い河川の流
量を確保する。

下水道の整備を推進するととも
に、個別処理区においては浄化
槽の普及を促進する。
戸別訪問説明や地区説明会等の
開催及び市報やケーブルテレビ
等を利用して、生活排水処理に
対する市民への理解を深める。

4Ｒ運動（リデュース、リユース、
リサイクル、リフューズ）を推進
し、ごみとなる物を発生させな
いという考え方を市民へ啓発す
る。

多量排出事業所への指導徹
底、リサイクル可能物のリサイ
クルの徹底を促進する。

市報、行政放送、市ホームペー
ジ等で広報活動を実施するとと
もに、市民のニーズに即した情
報発信を行う。

自主防災組織と連携し、継続
的な避難支援体制を確立す
る。
対象者ごとに個別計画を作成
し、緊急時対応力を高める。

プラスチック製容器包装や古紙
等の資源回収啓発を強化す
る。
木くずや小型家電等の新しいリ
サイクル品目を検討する。

組織を充実・育成するため、研
修会や防災訓練を計画的に実
施する。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 6



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

防災安全課 32 基 33 基 35 基 36 基 37 基 100 基

防災安全課 26 基 37 基 34 基 26 基 103 基 基

（単年度） 防災安全課

商工観光課 400 人 400 人 400 人 400 人 400 人 400 人

商工観光課 156 人 372 人 324 人 396 人 320 人 人

（単年度） 商工観光課

防災安全課 98 件 90 件 82 件 74 件 63 件 50 件

防災安全課 70 件 60 件 58 件 37 件 43 件 件

（単年度） 防災安全課

都市建設課 7,769 人 7,848 人 7,926 人 8,005 人 8,083 人 8,160 人

都市建設課 8,463 人 8,004 人 7,479 人 6,979 人 8,792 人 人

（単年度） 都市建設課

総合政策課 116 件 117 件 118 件 119 件 120 件 170 件

総合政策課 142 件 146 件 142 件 131 件 104 件 件

（単年度） 総合政策課

環境課 128 件 143 件 159 件 175 件 190 件 220 件

環境課 130 件 157 件 176 件 196 件 212 件 件

環境課

環境課 18 件 16 件 14 件 12 件 10 件 20 件

環境課 18 件 27 件 35 件 25 件 35 件 件

（単年度） 環境課

都市建設課 7 橋 6 橋 5 橋 3 橋 2 橋 1 橋

都市建設課 4 橋 6 橋 8 橋 8 橋 8 橋 橋

都市建設課

都市建設課 44.0 ％ 58.0 ％ 72.0 ％ 86.0 ％ 100 ％ 100 ％

都市建設課 61.8 ％ 59.4 ％ 61.4 ％ 74.3 ％ 80.3 ％ ％

都市建設課

総合政策課 31,500 人 32,200 人 33,100 人 34,000 人 35,000 人 36,000 人

総合政策課 30,318 人 26,511 人 25,947 人 26,020 人 22,737 人 人

（単年度） 総合政策課
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【
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安
心
で
魅
力
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な
ま
ち
　
多
久

親元同居増改築補助金は6年
度までで廃止した。
奨学金返還支援補助金を7年
度から新設。

３巡目の定期点検の結果、Ⅲ判定
橋梁が13橋になったため、引き続
き修繕を行っていく（1回目の点検
Ⅲ判定橋梁は残り村中橋のみ現
在更新中）

空き家管理の必要性や有効活用に関す
る周知を行い、一定の登録数の確保が
できた。また、令和6年度にスマートフォ
ンやPC等から直接申し込みができるよ
うにインターネットによる利用申請フォー
マットを作成したことで、利用希望者の
利便性の向上を図った。

空家等の適正管理については、広報や空
家除却費補助金等の施策を講じているが、
人口減少、高齢化などにより管理不全な空
き家が増加傾向にある。特に長屋が存する
地域では、空き長屋が増加し隣接所有者
が不明などにより解体が困難なケースなど
旧産炭地としての課題もある。令和５年度
には特措法の改正もあり、ケースに応じた
適切な措置を今後も行っていく。令和６年
度には相続登記の義務化も始まったので、
今後も周知に努め効果に期待したい。

国民スポーツ大会を契機に来園者
増員を達成できたが、今後いかに
して継続していくかが課題となって
くる。

各種団体から出前講座の依頼があり、
順調に回数を増やすことができたが、
130人程度参加予定だった多久高校で
の出前講座が大雪の影響で中止とな
り、目標達成に至らなかった。今後も関
係課と更に連携を取りながら、出前講座
の実施数を増やしていくことが必要。

公園長寿命化計画に基づき、
四阿や外灯の改修を行った。

件

基

116

×

△

佐賀県は、交通事故の人口あたり
発生件数が全国と比べワーストで
上位であったため、様々な交通対
策がとられており近年その効果が
ででている。

令和６年度にふるさと応援寄附を
活用し、多久地区防犯協会の防犯
灯設置補助金を増額したことに伴
い、各行政区の設置申請の数が増
加した。

68

69 24

空き家バンク成
約数

人

8
※Ⅲ判定

31,384

道路長寿命化
事業の推進

他制度への案内、制度改正による新
制度への案内によって申請件数が減
少した。申請が少なかったメニューを
廃止し、新たなメニューを7年度から
加えた。

×

〇

令和6年12月よりふれあいバス・ふれあ
いタクシーを廃止（※一部地区を除く）
し、予約型乗合バス「チョイソコたく」を導
入した。
導入当初は利用者が減少していたが、
現在は同水準まで回復している。
今後も利用者の利便性向上及び利用者
増加を目指していく。

道路パトロール等の巡回点検によ
り、修繕箇所が増えている

×

×

△

〇

×

×

25

××

5-3
道路整備等の推進

（Ｐ95）

1
※Ⅲ判定

36,000

30.0

人

〇

×

〇〇

×〇

〇

× ×

〇 〇
5-2

住宅施策の充実

（Ｐ93）

23 件

件

橋

〇

5-4
公共交通の充実

（Ｐ97）

73

71

72

件

67

100.0

事故を未然に防止するための
正しい知識の普及と意識の高
揚を図るため、市内保育園、認
定こども園、義務教育学校、老
人会などを対象に交通安全教
室を開催する。
交通安全運動を推進し、運転
者、歩行者などの道路利用者
の交通安全意識を醸成する。

「スポーツ施設の拠点」・「子ども
たちの憩いの場」として、地域活
性化に資する施設整備と安心・安
全な遊具の維持管理を行い、来
園者増員を目指す。

定住人口の増加を図るため、定
住奨励金制度の利用を促す。
特に、子育て・若者世帯の定住に
結び付くような支援を継続して実
施する。

20

112

高齢者等の消
費者啓発講座
受講者数

交通事故発生
件数

定住奨励金制
度の利用者数
（累計）

7,691

中央公園利用
来園者数

〇

〇

件

人

×

△×

〇

△

〇

〇 〇

〇

△

× ×

〇

〇

〇

〇

〇

〇 〇

××

×

△

×

ふれあいバス・
タクシー（チョイ
ソコたく）年間利
用者数

基

人

20

％

件 50

170

31

106

400

100

人 400

64

66

65
4-6

防犯活動・交通安
全対策等の充実

（Ｐ88）

5-1
土地及び施設の有

効利用

（Ｐ90）

70

防犯灯設置・助
成基数

管理不全な空き
家の新規相談
件数

橋梁長寿命化
の進捗度

220

件 件

％

8,160人

橋

夜間における犯罪の防止と交
通の安全を図るため、防犯灯
の設置を促進する。

空き家バンク制度の周知広報
を徹底し、更なる充実に取り組
む。
本市に住んでもらうための有効
な資源として空き家を活用す
る。

効果的かつ効率的な空き家対策
を行う。
市民へ空き家の管理・活用に向
けた意識啓発を行い、管理不全
な空き家の発生を抑制する。
自主的な対応を行う所有者等に
対し、積極的な支援を行う。
放置を続ける所有者等に対して、
法に基づいた措置を行う。
適切な相続登記が行われるよう
啓発を行う。

１巡目の定期点検の結果がⅢ
判定（早期措置段階）であった
25橋のうち、修繕が完了してい
ない8橋について、修繕を進め
る。

多久市道路長寿命化修繕計画
をもとに道路の修繕を計画的に
進める。

自家用有償バス（ふれあいバス）
及び予約型乗合タクシー（ふれあ
いタクシー）の運行を継続すると
ともに、利用者ニーズ等の把握、
運行ルート・ダイヤ改正など、利
用者の利便性向上に取り組み、
地域公共交通を充実させる。

出前講座を実施し、消費者被
害を未然に防止するための啓
発・教育を行う。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 7



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

農林課 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人 9 人

農林課 2 人 2 人 6 人 7 人 8 人 人

（5年累計） 農林課

農林課 81 人 81 人 81 人 81 人 81 人 81 人

農林課 79 人 76 人 74 人 76 人 77 人 人

農林課

農林課 100 ha 100 ha 100 ha 100 ha 100 ha 70 ha

農林課 76 ha 62 ha 81 ha 75 ha 50 ha ha

農林課

農林課 4,937 千円 4,389 千円 3,841 千円 3,293 千円 2,743 千円 10,004 千円

農林課 10,070 千円 14,290 千円 8,835 千円 12,270 千円 9,423 千円 千円

（単年度） 農林課

商工観光課 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件 21 件

商工観光課 9 件 11 件 13 件 16 件 20 件 件

（5年累計） 商工観光課

商工観光課 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件

商工観光課 1 件 2 件 2 件 1 件 4 件 件

（単年度） 商工観光課

商工観光課 38 人 41 人 44 人 47 人 50 人 35 人

商工観光課 35 人 35 人 35 人 35 人 35 人 人

商工観光課

商工観光課 54 件 66 件 77 件 89 件 100 件 370 件

商工観光課 143 件 143 件 245 件 288 件 359 件 件

商工観光課

商工観光課 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件 6 件

商工観光課 2 件 5 件 5 件 5 件 5 件 件

（5年累計） 商工観光課

商工観光課 32.0 ％ 34.0 ％ 36.0 ％ 38.0 ％ 40 ％ 40 ％

商工観光課 30.3 ％ 29.0 ％ 29.6 ％ 30.4 ％ 26.4 ％ ％

商工観光課

商工観光課 12 人 24 人 36 人 48 人 60 人 70 人

商工観光課 4 人 9 人 32 人 61 人 64 人 人

（5年累計） 商工観光課
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令和7年度目標値については、令和
４年度に策定した被害防止計画（R5
～R7）に合わせた目標値とした。

令和2年度で既に達成済である。
ポイント還元事業や電子商品券発券
事業なども相まってキャッシュレス化
がさらに進み、増加となった。

目標は達成しているが、農家が高
齢化しているため、関係機関と協
力してより多くの担い手を確保した
い。

多久小城地域有害鳥獣広域駆除対策
協議会として、電気柵4地区3,410ｍ、ワ
イヤーメッシュ柵10地区5,230ｍへ補助
を行った。また大型獣用箱わな10基の
購入についても補助を行い、被害の減
少に取り組んでいるが、解決には至って
いない。

多久高校生や一般求職者に対して、市
内企業を知ってもらい就職へ繋げてもら
うため、合同企業説明会を開催した。ま
た6年度誘致企業紹介動画を作成した
ので、イベント活用やＨＰなどに掲載し
効率的に広範にＰＲすることで雇用促進
を図っていく。

森林整備に従事する者が少ないた
め、思うように事業を実施できてい
ない。

令和3年度で達成している。
工業団地にかわる誘致先用地と事
務系企業誘致先の確保、整備検
討を行っていく必要がある。

多久市商工会と連携した支援によ
り達成できた。

〇

たく２１でのチャレンジショップと開業支
援補助金の事業の成果として、チャレン
ジショップの経験を活かし、その後に市
内で開業という流れができてきた。引き
続きたく２１と連携しながら事業を進めて
いく。
また、中心市街地外でも２店の開業を達
成することがでいた。今後とも市内およ
び周辺事業者の活性化につながる開業
支援を実施していきたい。

×

多久高校生や一般求職者に対して、市
内企業を知ってもらい就職へ繋げてもら
うため、合同企業説明会を開催した。ま
た6年度誘致企業紹介動画を作成した
ので、イベント活用やＨＰなどに掲載し
効率的に広範にＰＲすることで雇用促進
を図っていく。×

％

49 人 人
60

（R6年度目標）

件

6

人 35

％30.0

31

78

クラウドソーシン
グワーカー育成
数

80

81

82

83

28

30

開業支援数

77

2979

キャッシュレス
導入店舗数

件5

26

35

76 100

新規就農者数

81

0

人

〇

〇

件

×

有害鳥獣による
農産物の被害
額

人

件370

×

〇

件

△×

×

認定農業者も高齢化が進み、更新
されない農家の方が多いため、減
少傾向にある。

〇〇

〇

×

〇

〇〇

× ×

〇 〇

〇〇

××

△

×

〇

「多久市新規出店者誘致支援
事業補助金」を新設し、中心市
街地外での出店希望者の支援
を実施した。
R6年の補助金採択事業者は２
事業者。

R4年度の前指定管理者の撤退、R5年度の
市の直接管理の期間を経て、今年度から
一般社団法人たく２１が指定管理者となっ
た。チャレンジショップとして開業希望者の
支援やスキルアップ事業等を行っている。
コロナ渦が終わったこともあり、クラウドソー
シングワーカ育成は現状指標の見直しが
必要かと思われる。

〇

×

〇〇〇

千円

〇

ha

5,485

× ×

×

× △

経営感覚に優れた認定新規就
農者などの農業の担い手を確
保・育成することで、地域農業
の持続及び発展を図る。

×

人

〇

人

×

人

〇〇 〇

27

9

75

74

〇〇

経営感覚に優れた認定農業者
などの農業の担い手を確保・育
成することで、地域農業の持続
及び発展を図る。

件件

70

10,004

3

1件

×

〇

21

ha

81

××

×

新規創業者数

1

創業支援事業計画に基づき、
各関係機関と連携し創業希望
者の状況に応じた支援を行う。

捕獲活動に取り組む団体等へ
の支援や、侵入防止策に取り
組む農家等を支援し、農作物
被害を減少させます。

×

6-2
商業の振興

（Ｐ104）

6-1
農林業の振興

（Ｐ100）

40
（R6年度目標）

千円

×

誘致企業の市
内従業員の割
合

認定農業者数

森林整備事業
実施面積

43

企業誘致実現
件数

6-3
工業の振興

（Ｐ107）

32

84

誘致企業の市
内新規雇用者
数

今後の成長が見込める分野の製
造業を始め、ＩＴ関連産業を中心と
する事務系企業など良質な雇用
の場を確保すべく、誘致活動によ
り新規企業を市内に進出させる。

誘致企業への地元雇用の拡大
を要請し、市内従業員の割合を
増加させる。

一定期間実際に店舗を経営し
ながら経営者として必要なノウ
ハウを学ぶ場の提供を行う。
中心市街地の空き店舗を利用
して出店する場合に、開店に必
要な改築費を補助する。

ワーキングサポートセンターを
中心にＩＣＴを活用したクラウド
ソーシングワーカーを育成す
る。

間伐、下刈り、造林等の森林整
備を行うことにより、森林の持
つ多面的機能の発揮を促進さ
せる。

商工会等と連携し、キャッシュ
レス化推進などのＩＣＴ活用策に
ついて検証、展開する。

学生等へ市内誘致企業をＰＲ
し、若者の市外流出を防ぐ。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 8



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

商工観光課 36 事務所 37 事務所 37 事務所 38 事務所 39 事務所 46 事務所

商工観光課 38 事務所 38 事務所 46 事務所 45 事務所 45 事務所 事務所

商工観光課

商工観光課 202,712 万円 209,534 万円 216,356 万円 223,178 万円 230,000 万円 230,000 万円

商工観光課 180,309 万円 141,418 万円 131,677 万円 137,251 万円 144,805 万円 万円

（単年度） 商工観光課

商工観光課 563,135 人 572,351 人 581,567 人 590,784 人 600,000 人 600,000 人

商工観光課 351,691 人 357,403 人 425,555 人 456,233 人 472,310 人 人

（単年度） 商工観光課

商工観光課 5,912 人 5,970 人 6,029 人 6,087 人 6,146 人 6,146 人

商工観光課 922 人 1,734 人 1,470 人 4,481 人 2,770 人 人

（単年度） 商工観光課

商工観光課 75 人 76 人 77 人 78 人 80 人 80 人

商工観光課 9 人 58 人 238 人 66 人 64 人 人

（単年度） 商工観光課

総合政策課 12 件 24 件 36 件 48 件 60 件 43 件

総合政策課 0 件 3 件 9 件 20 件 31 件 件

（5年累計） 総合政策課

総合政策課 2 人 2 人 3 人 3 人 3 人 6 人

総合政策課 2 人 3 人 2 人 3 人 3 人 人

（単年度） 総合政策課

人権同和対策課 1,050 人 1,100 人 1,150 人 1,200 人 1,250 人 1,200 人

人権同和対策課 467 人 498 人 549 人 617 人 845 人 人

（単年度） 人権同和対策課

人権同和対策課 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件 3 件

人権同和対策課 4 件 1 件 3 件 4 件 0 件 件

（単年度） 人権同和対策課

総合政策課 37.4 ％ 38 ％ 38.7 ％ 39.3 ％ 40 ％ 40 ％

総合政策課 33.8 ％ 38.7 ％ 36.6 ％ 41.1 ％ 37.9 ％ ％

総合政策課

総合政策課 ‐ ％ ‐ ％ 30.0 ％ ‐ ％ ‐ ％ - ％

総合政策課 ‐ ％ ‐ ％ 10.9 ％ ‐ ％ ‐ ％ ％

総合政策課
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多
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5年に1回アンケート調査を行って
いる（前回は令和4年度実施）。次
回のアンケート調査までに平等感
を感じる社会になるよう啓発に力を
入れていく必要がある。

令和6年度は目標にしていた、協力
隊2名・支援員1名体制が確立し
た。活動についても積極的に活動
していただいている。

前年度と同様のメニューだったた
めほぼ同数となっている。新たな
体験ができるメニューを作成する
必要がある。

市制70周年記念事業として開催した多
久まつりやFUNAYAMAMOUNTAINが
オープンしたこともあり観光客数は前年
度より延びているが、目標達成には至っ
ていない。夏の酷暑により多久聖廟へ
の来訪者が減っている。

△

あらゆる世代の市民に関心を持っ
てもらえるようなテーマの選定や、
効果的な周知を行っていく。

〇

×

相談の具体例を提示するなど、効
果的な周知を行っていく。

〇

×

申請されるイベント事業が、毎年固
定されている。
新たなイベント事業申請のために
更なる広報を行う。

〇

人

〇×

×

×

×

× ×

×

地域おこし協力
隊・集落支援員
の配置数

×

観光案内ボラン
ティアの案内人
数

×

〇

×

17.1

心のセミナー（人
権・同和問題研修
会、講演会、人権
フェスタ）参加者数

36.8

女性の社会参画意識の一層の
向上や性別による役割分担意
識の改革と地域社会活動への
参加を促進する。

事業所等における男女の雇用状況
の平等化、適正化を図り、仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の推進や、出産や介護等を契機に
就業を中断された女性が再就職し
やすい環境づくりへの支援ができる
よう、情報提供等を行う。

1,000

市民をはじめ各種団体や企業
等での幅広い年齢層を対象と
した研修会を開催する。

誘致企業においては、多久市産業連絡
協議会で情報交換や先進的な取組みな
ど共有し、その他事業所においては、商
工会が行う経営指導等の支援や市の融
資制度の活用などにより市内工業の活
性化と生産力向上を図る。

酷暑により夏場のガイド数が前年度に
比べ大幅に減ったことや、１１月の紅葉
まつりの際の多久聖廟開廟期間が午前
中のみだったことにより目標達成できな
かった。夏場に観光客を呼べる仕組み
づくりが必要。

企業誘致活動による企業の誘致
や、創業支援等事業により事業所
増を目指す。

7-2
人権・同和教育及
び男女共同参画の

推進

（Ｐ115）

件43件

審議会等女性
登用率

7-1
地域活動・コミュニ
ティ活動の充実

（Ｐ112）

％

人権相談件数

社会全体におけ
る男女平等感

10

〇

×

△

‐

×

〇

今年度は目標を下回ったが、目標
の9割は達成できた。令和7年度調
査結果が固まり次第、調査対象部
署に情報を共有し、登用率向上に
努めたい。

×

×

×

×

×

‐

〇

×

△

×

×

〇

〇

×

‐

×

×

〇

×

〇

〇

5,854

‐

×

×

件0

39
（R6年度目標）

553,919 人

80

3

74

％

％

万円

事業所

万円

人600,000

人

6

230,000
（R6年度目標）

33

36

製造品出荷額
（従業者4人以
上・1事業所あた
り）

観光入込客数

195,890

×

〇

××

×

〇

人

人6,146人

人

人

1

〇

6-4
観光の振興

（Ｐ110）

88

事業所

事業所数（従業
者4人以上）

ふるさと振興助
成金申請件数
（イベント事業）

体験型観光の
利用者数

1,200

6-3
工業の振興

（Ｐ107）

86

85

人89

87

94

91 35

93

34

92

多久市ふるさと振興助成金制
度を活用し、コミュニティ活動を
支援する。

本市ならではの歴史や文化、
自然など多様性に富んだ観光
資源を活用し、関係団体と連携
しながら観光入込客数増を目
指す。

90

95

件

市民の身近な相談相手として人
権擁護委員が人権相談を受け、
問題解決を手伝う。
また、法務局の職員と協力し、人
権侵害による被害者の救済を行
う。

％ 40

30
（R4年度目標）

外部人材を活用した地域おこし
協力隊や集落支援員などを積
極的に配置し、公益的な事業
や自主的に実施されるコミュニ
ティ活動を支援する。

多久聖廟へのおもてなし体制と
して、ボランティアガイドの組織
強化を支援し、案内人数増を目
指す。

農業体験や歴史遺産を活かし
た体験プログラムなど本市でし
か体感できない体験型観光を
提供する。

新規企業の誘致や、商工会が
行う経営指導等を支援し、事業
所の増を目指す。

技術革新や新商品開発、販路
拡大に向けた支援を通じて、市
内工業の活性化と生産力向上
を促す。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 9



資料2

＜成果指標進捗状況調査＞

第5次総合計画　策定値（網掛け部は総合戦略指標（ＫＰＩ））

Ｒ5 Ｒ6Ｒ4

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ2 Ｒ3

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和７年）
データ所管課

目標値

実績値

達成状況（〇、△、×）

Ｒ7

事業概要

実績値

情報政策課 25,200 件 26,400 件 27,600 件 28,800 件 30,000 件 30,000 件

情報政策課 33,369 件 39,331 件 37,132 件 22,348 件 26,267 件 件

（単年度） 情報政策課

情報政策課 1,320 人 1,440 人 1,560 人 1,680 人 1,800 人 2,400 人

情報政策課 1,279 人 1,656 人 1,824 人 2,019 人 2,283 人 人

情報政策課

情報政策課 7 件/月 9 件/月 11 件/月 13 件/月 15 件/月 26 件/月

情報政策課 31 件/月 26 件/月 17 件/月 20 件/月 26 件/月 件/月

（単年度） 情報政策課

財政課 102.6 ％ 101.6 ％ 100.6 ％ 99.7 ％ 99 ％ 99.1 ％

財政課 100.6 ％ 91.2 ％ 95.8 ％ 93.7 ％ 92.7 ％ ％

財政課

財政課 10.9 ％ 10.8 ％ 10.7 ％ 10.6 ％ 10.5 ％ 13.9 ％

財政課 11.5 ％ 11.7 ％ 12.1 ％ 12.4 ％ 12.8 ％ ％

財政課

税務課 97.0 ％ 97.1 ％ 97.2 ％ 97.2 ％ 97.3 ％ 97.3 ％

税務課 97.2 ％ 97.3 ％ 97.5 ％ 97.5 ％ 97.3 ％ ％

税務課

市民課 30.3 ％ 47.8 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

市民課 27.17 ％ 43.8 ％ 74.0 ％ 83.6 ％ 93 ％ ％

市民課

総合政策課 36,000 人 36,000 人 36,000 人 36,000 人 36,000 人 60,000 人

総合政策課 33,961 人 29,737 人 48,227 人 70,052 人 60,655 人 人

（単年度） 総合政策課

総合政策課 6 審議会 7 審議会 8 審議会 9 審議会 10 審議会 10 審議会

総合政策課 4 審議会 5 審議会 5 審議会 5 審議会 5 審議会 審議会

（単年度） 総合政策課
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昨年度から数値に変化はないが、目
標値との乖離が大きくなっている。令
和7年度調査結果が固まり次第、調
査対象部署に情報を共有し、委員構
成の検討を推進していく必要がある。

交付率100％に向け、7％程度の方
が未だ取得されていない状況であ
るが、今後も出張申請等のサービ
スを行いながら、目標達成したい。

R5寄付額　1,453,149,000円
R6寄付額　1,305,986,000円

令和6年度に約1,300万円の広告費を
使用し、当市返礼品の露出を増やし
た。
また、楽天ふるさと納税については専
門のコンサルと引き続き契約し、効果
的な商品ページの作成の指南や、戦
略的な広告露出を行った。
目標は達成できたが、令和6年度に
需要が高まった日用品や米の返礼品
の取り扱いが少ないため、寄附額、
寄附者数共に伸ばすことができな
かった。前年比は寄附額が約90％、
寄附者数が約87％であった。来年度
も目標達成のため多久市の認知に努
めたい。

滞納整理指導員の研修などによ
り、徴収に対する知識の習得や滞
納処分実行に取組んだ。納付が
滞っている方に対し、催告状・差押
予告書などを早期の段階で発送し
接触を試みた効果が出ている。

令和7年度目標値については、中期
財政計画（R7～R11）に合わせた目
標値としている。

引き続き、当初予算編成段階から
経常経費の削減に取り組む必要
がある。

令和7年度目標値については、中期
財政計画（R7～R11）に合わせた目
標値としている。

R6を公債費のピークと見込んでいた
が、昨今の利率上昇により元利合わ
せた公債費のピークがR9となる見込
み。R9以降に数値が上昇しないよう
に、引き続き支出の抑制が必要であ
る。

市制施行７０周年記念イベントや
SAGA2024国民スポーツ大会実施
に伴い、SNSでの情報発信が増加
したため、登録者数が増加した

市制施行７０周年記念イベントや
SAGA2024国民スポーツ大会実施
に伴い、SNSでの情報発信が増加
したため、登録者数が増加した

市制施行７０周年記念イベントや
SAGA2024国民スポーツ大会実施に伴
い、ホームページへのアクセスが増加し
た。
なお、ホームページのアクセス解析ツー
ルのバージョン変更に伴い、令和５年６
月分以降の閲覧者数の計測に変更が
生じている。

令和６年２月にホームページリ
ニューアルを行い、トップページ
のバナーを増やす等、利用者
が必要な情報にアクセスしやす
いような改善を行った。

×

××××

〇〇×

×
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××△
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×△×

〇

〇

〇〇 〇

〇

〇〇 〇

〇
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〇〇〇×
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× ×
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％

103

2,400人

10審議会

件/月

97.3％

39

％13.9％

人

ふるさと応援寄
附者数
（※概数）

97.0

人

11.0

審議会

36,000 60,000

8-2
持続可能な財政運

営の推進

（Ｐ120）

％100％12.8938

8-3
公正で円滑な自治
体経営の推進

（Ｐ123）

102

5

％

件/月

103.6 99.1％

人1,200

26

〇

99

598

SNSでの発信情
報

SNS登録者数

△

8-1
情報公開と広報広

聴の充実

（Ｐ117）

36

委員構成に公募
委員を設置して
いる審議会数

マイナンバー
カード取得率

101

件

97

市ホームページ
への訪問者数
（月間）

市税徴収率

経常収支比率

実質公債費比率

件

104

若者・子育て世代をターゲットと
してInstagramによる情報発信
を強化し、登録者数の増加に
努める。

多様化する市民ニーズや様々な地
域課題に対応するため、市政に積
極的に参画できる環境を整備するこ
とにより、みんなで取り組む参画と
協働のまちづくりを推進する。

100

37

30,00096

市の施策やイベント情報を迅速
に発信し、幅広い世代に周知を
図る。

24,000

適正な財政配分と既存施設の維
持管理の効率化などによる支出
の抑制に加え、施設の統複合化
や廃止も視野に入れた適正配置
に努め、支出を抑制する。

事業の優先度・緊急度・事業効
果等を総合的に判断し、事務
事業の徹底的な見直しと経常
経費の削減を行う。

納税に対する市民の理解を深
め、自主財源を確保する。

視覚的な効果によるわかりや
すい情報発信として、本市のＰ
Ｒや啓発活動等様々な動画を
作成し、ＳＮＳでの発信を行う。

マイナンバーカードの普及を促
進する。
マイナンバーカード活用による
行政事務の簡素化を始め、ＩＣＴ
を活用した市民サービスの向
上を図る。

寄附の活用事例を全国発信す
ることにより、多くの寄附者に本
市を認知してもらう。
「ふるさと納税制度」を納税者
（寄附者）とのつながりのきっか
けとし、関係人口の確保・拡大
を図る。

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施　「未確定」：実績未確定 10


